
北海道総合開発計画の概要 （平成２８年３月２９日閣議決定）

平成27年 1月30日 第15回北海道開発分科会（諮問）
2月～7月 計画部会を５回開催
8月31日 第16回北海道開発分科会（中間整理）

10月～11月 計画部会を２回開催
平成28年 1月20日 第17回北海道開発分科会（計画素案）

パブリックコメント
2月26日 北海道知事からの計画に関する意見の申出

※計画に関し、関係地方公共団体は内閣に対して意見を申し出
ることができ、内閣は、意見の申出を受けたときは、これに遅滞な
く回答するものとされている。（北海道開発法第３条）

3月10日 第18回北海道開発分科会
3月23日 計画案答申
3月29日 計画及び北海道知事からの意見に関する回答

の閣議決定

これまでの検討経緯

【地域からの意見聴取】
• （Ｈ27春・秋）全道９都市で「北海道価値創造パートナーシップ会議」を開催。地域づくりに携わ
る方々から意見聴取。

• （Ｈ27秋）道内全市町村や商工会議所・商工会から意見聴取。

• 北海道開発法第２条第１項に基づき国が策定（閣議決定）。
• 北海道における資源の総合的な開発に関する計画。

北海道総合開発計画の位置付け

【背景】
北海道は我が国の食料供給基地。食の輸出、外国人観光客も急増。

【課題】
北海道の人口減少は全国よりも１０年先に進展。本州等とは距離感の異なる
広域分散型社会。

【これからの北海道の戦略】
「食」「観光」が戦略的産業～人口減少時代にあっても、①北海道には世界と
競争し得るポテンシャルがあり、②アジアなど世界の市場が拡大傾向。
→ 農林水産業、観光等を担う「生産空間」を支え、「世界の北海道」を目指す。

【次の10年間の重点的取組】
「生産空間」を支えるため、重層的な機能分担と交通ネットワーク強化
農林水産業・食関連産業の競争力・付加価値向上、世界水準の魅力ある観
光地づくり

新たな計画のポイント



第１節 北海道開発の経緯
•国全体の安定と発展に寄与するため、特別な開発政策の下、北海道開発を推進。
•食料品等の輸出倍増、外国人観光客数100万人突破等の成長産業の萌芽。他方、経済・人口は縮
小傾向。ネットワーク未整備区間、地域コミュニティ維持に係る懸念の存在。

第２節 我が国を取り巻く時代の潮流
（１）本格的な人口減少時代の到来 （３）大規模災害等の切迫
（２）グローバル化の更なる進展と国際環境の変化

第３節 新たな北海道総合開発計画の意義
•北海道開発の基本的意義： 北海道の資源・特性を活かして、国の課題の解決に貢献。
•人口減少・高齢化の急速な進展等により、食や自然環境など北海道の強みを提供し、我が国全体
に貢献している「生産空間」の維持が困難となるおそれ。

•来たるべき10年間は、「生産空間のサバイバル」「地域としての生き残り」を賭けた重要な期間。
• また、北海道新幹線開業、高速道路網の道東延伸、2020年オリパラ等を地域の飛躍の契機となし
得る期間。

• これらの機会の活用によって、本格的な人口減少時代にあっても活力を失うことなく人々が豊かな
暮らしを送ることのできる地域社会の先駆的形成を図る。

第１章 計画策定の意義

○ キャッチフレーズ： 「世界の北海道」
○ ビジョン： 2050年を見据え、「世界水準の価値創造空間」の形成

≪３つの目標≫
(1)人が輝く地域社会 (2)世界に目を向けた産業 (3)強靱で持続可能な国土

第２章 計画の目標

第１節 計画の期間 2016（平成28）～2025（平成37）年度の10年間

第２節 施策の基本的な考え方
○ 北海道型地域構造の保持・形成

• 「生産空間」「市街地」「中心都市」の３層構造で人々の日常生活が営まれる「基礎圏域」を形成。
• 札幌都市圏：集積を活かして北海道全体を牽引。

○ 北海道の価値創造力の強化
• 人口減少時代にあっては、「人」こそが資源。
• 人材育成・活用の重点的実施とともに、多様な人々を引きつけ、地域の価値創造力を向上。

第３節 計画の推進方策
（１）産学官民金連携による重層的なプラットフォームの形成

• 人材育成、地域づくり等のテーマに応じて、産学官民金が連携するプラットフォームを各地域又は北海道全
体で展開し、取組を持続的にマネジメント。

（２）イノベーションの先導的・積極的導入～「北海道イニシアティブ」の推進
• 技術の力で人口減をカバーし、地域の課題を旧弊にとらわれずイノベイティブに解決。

（３）戦略的な社会資本整備
• 社会資本のストック効果を最大限に発揮。戦略的なインフラメンテナンスの徹底、技術開発も活用した「賢く
使う」取組の充実強化。

（４）計画のマネジメント
• 「企画立案→実施→評価→改善」のマネジメントサイクル。おおむね５年後に総合的な点検。

第３章 計画推進の基本方針

北海道総合開発計画の要旨



（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進
①基礎圏域の形成 ③地方部の市街地 ⑤札幌都市圏
②地方部の生産空間 ④基礎圏域中心都市 ⑥国境周辺地域の振興

（２）北海道の価値創造力の強化に向けた多様な人材の確保・対流の促進
・ 共助社会づくり、「活動人口」の確保 ・地域づくり人材の発掘・育成
・ 北日本や海外との「人の対流」

（３）北方領土隣接地域の安定振興 （４）アイヌ文化の振興等

第１節 人が輝く地域社会の形成

第４章 計画の主要施策

（１）農林水産業・食関連産業の振興
①イノベーションによる農林水産業の振興 ③「食」の海外展開
②「食」の高付加価値化と総合拠点づくり ④地域資源を活用した農山漁村の活性化

（２）世界水準の観光地の形成
・ 世界に通用する魅力ある観光地域づくり、観光旅行消費の一層の拡大
・ 外国人旅行者の受入環境整備 ・ インバウンド新時代に向けた戦略的取組
・ ＭＩＣＥの誘致・開催促進と外国人ビジネス客等の積極的な取り込み

（３）地域の強みを活かした産業の育成
・ 北の優位性の活用 ・ 地域消費型産業を始めとする地域経済の活性化
・ 産業集積の更なる発展 ・ 域内投資等の促進
・ 産業を支える人流・物流ネットワークの整備等

第２節 世界に目を向けた産業の振興

（１）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成

①環境と経済・社会の持続可能性の確保
・ 自然共生社会の形成 ・ 循環型社会の形成 ・ 低炭素社会の形成

②環境負荷の少ないエネルギー需給構造の実現
・ 再生可能エネルギーの更なる導入に向けた取組
・ 暖房用熱源や自動車燃料等北海道の地域特性を踏まえた取組

（２）強靱な国土づくりへの貢献と安全・安心な社会基盤の形成

①激甚化・多様化する災害への対応
・ 「人命を守る」ための体制づくり ・ 冬期災害への対応
・ 地震・津波災害、火山噴火等の大規模自然災害への対応
・ 気候変動等による水害・土砂災害リスクへの対応

②我が国全体の国土強靱化への貢献
・ 国家的規模の災害時におけるバックアップ拠点機能の確保
・ 災害時における食料の安定供給の確保

③安全・安心な社会基盤の利活用
・ インフラ老朽化対策の推進 ・交通安全対策の推進
・ 強靱な国土づくりを支える人材の育成

第３節 強靱で持続可能な国土の形成
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「食」「観光」が戦略的産業
～人口減少時代にあっても、

①北海道には世界と競争し得るポテンシャル
②アジアなど世界の市場が拡大傾向

全国１位の生産量の主な農水産物（Ｈ26）
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３層の機能分担とネットワークで
住み続けられる環境を維持・創出

▼圏域中心都市
医療、教育・文化、商業等の
都市機能・生活機能を提供

▼生産空間
農林水産業、観光等を担う地域

▼地方部の市街地
一定程度の生活サービス機能を
提供する地域

農林水産業、観光等を担う「生産空間」を支え
「世界の北海道」を目指す

北海道版コンパクト＋ネットワーク
（基礎圏域）

• 北海道新幹線
• 高規格幹線道路網

北海道の交通ネットワーク

穀物の輸入

農水産物・
加工品の移輸出 外国人旅行者

の来道
北海道新幹線
による来道

【例：別海町】
• 東京23区の2倍の面積
• 人口1.6万人
→ 500万人分の生乳を生産

① 「生産空間」を支えるため、
重層的な機能分担と交通
ネットワーク強化

• 新千歳空港等の空港
• 釧路港等の港湾 等

② 農林水産業の競争力・付加
価値向上／世界水準の
魅力ある観光地域づくり

市町村別人口減少率
（平成22年→平成52年（推計））

•ほたてがい：47.4万t（全国の86.0%）
•ばれいしょ（春植え）：191.6万t（79.5%）
•生乳：381.1万t（52.0%）

日本の観光地への訪問意欲（複数回答）例：ホタテの輸出

屋根付き岸壁の整備
による高度衛生管理
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これからの北海道の戦略 次の10年の重点的取組

◎北海道は我が国の食料供給基地 ◎北海道の人口減少は全国よりも10年先に進展

◎食の輸出、外国人観光客も急増

◎本州等とは距離感の異なる広域分散型社会

北海道の現状 課題

③ 地域づくり人材の発掘・育成
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食料自給率： 197％ （全国39％）（H25）

中国 台湾 香港 タイ
シンガポー
ル

マレーシア

１位富士山 56% 北海道 62% 北海道 55% 富士山 51% 北海道 53% 富士山 52%

２位北海道 51% 大阪 51% 沖縄 42% 東京 45% 富士山 53% 東京 50%

３位 東京 46% 京都 48% 東京 38% 北海道 39% 東京 50% 北海道 41%

※ＨＡＣＣＰ 食品製造等に関する危害要因を分析し、特に重要な工程を
監視・記録するシステム。



原料
生産

食品
加工

食品
加工

食品工場
の立地

全道展開

雇用創出・
所得確保

食の移出・輸出

342

689

H22 H27

水産物輸出額（億円）

外国人旅行者
の来道

農林水産業・食関連産業の振興

「世界の北海道」に向けて①～世界に目を向けた産業の振興

G空間プロジェクト
（無人GPSトラクター）

農地の大区画化
屋根付き岸壁による侵入
防止

鳥類による被害

外国人
旅行者
の来道

混雑する国際線ターミナル

【北海道新幹線完成の
時間短縮効果】

●東京・新函館北斗間

6:07
4:02

開業前 開業後

125分短縮

【道東自動車道開通の
時間短縮効果】

●札幌・釧路間

6:48
5:06 4:27

一般道 H23 H28

141分短縮

農地の大区画化

営農の組織化（法人化等）

スマート農業（ＩＣＴ、ロボット技術の活用）等

▼新千歳空港国際線旅客数：
43万人（H15）→210万人（H27速報値）

新函館北斗・札幌間
2030（平成42）年度末完成予定

誘導路新設、CIQ施設の拡張等

道内空港有効活用・利用環境改善等

食、歴史・文化等の地域資源の発掘

スポーツツーリズム等の観光メニュー
の創出・拡充

北海道ドライブ観光パス社会実験

世界水準の観光地の形成

国際バルク戦略港湾（釧路港）等の整備

高規格幹線道路等の整備 等

衛生管理対策やHACCP（※）取得

養殖・栽培漁業の普及 等

農業界と経済界が連携し、道外からの
食品企業の誘致を促進 （「食」の総合
拠点づくり）

北海道新幹線の整備 高規格幹線道路等の整備

クルーズ船受入環境の改善新千歳空港の機能強化等

広域的な観光周遊ルートの形成

▼外国人宿泊延数：
道央圏73％（うち札幌市38％）（H26）

▼訪日外国人来道者数：
29万人（H15）→154万人（H26）
全国比： 5.5％（H15）→10.5％（H26）

▼水産物輸出額：
689億円（全国の30.2％）（H27）

イノベーションによる農林水産業の振興

物流基盤の整備による競争力の強化

「食」の付加価値向上

外国人観光客の受入体制の強化

世界水準の魅力ある観光地域づくり

▼食料品製造業の付加価値率：
27％（ブロック別では最低。最高は近畿の38％）（H25）

【釧路港国際物流ターミナルの整備効果】

大型船（7.4万トン級）による
満載での入港が可能

103

23

大区画化による省力化

【水稲の事例】（時間/ha）

労働時間が1/5に

輸出促進による水産業の成長産業化

世界から評価されるニセコエリア

台湾からの旅行者による
イクラ作り体験

サイクルツーリズム

輸出額

が2倍に

整備前
0.3ha区画

整備後
3.6ha区画

生産性向上・競争力強化

旅行需要の平準化を進め、経済効果を地方部に波及

大型クルーズ船（室蘭港）

＊ 新幹線の開業前の所要
時分は、東京・渡島大野駅
間のもの。

※ＨＡＣＣＰ 食品製造等に関
する危害要因を分析し、特に
重要な工程を監視・記録する
システム。



「世界の北海道」に向けて②～人が輝く地域社会の形成

北海道型地域構造の保持・形成

○本格的な人口減少社会に「生産空間」に住み続けられる環境を維
持・創出するため、３層による都市機能・生活機能の重層的な機能
分担と交通ネットワークの強化を推進。

【生産空間における散居形態のイメージ】

地域づくり人材の発掘・育成

北方領土隣接地域の振興等

基幹産業の付
加価値向上、新
たな観光メ
ニュー創造等の
取組を推進

アイヌ文化の振興等

2020年一般公開予定の「民族
共生の象徴となる空間」（白老
町）の整備のほか、アイヌ文化
の振興等を推進。

•各地域の課題や個性に応じたテーマに沿って、
地域をサポート

•道内外の人材交流の場づくり

北海道価値創造パートナーシップ活動

○人口減少時代にあっては、「人」こそが資源。
○プラットフォームの組織化を進め、人材のネットワークを形成。

別海町の小学校区（農家戸数
75戸）の面積は山手線の約２倍

冬期間は
７割減少

地域医療を支える救急搬送支援

全 2,387箇所
冬期利用可能 654箇所
冬期利用困難 1,733箇所 ※北海道開発局調べ(H27.4現在)

ドクターヘリのランデブーポイント

道路管理ステーション
でのランデブー事例

道路施設等を活用し、ドクターヘリのランデ
ブーポイントを確保する等、圏域中心都市
等への救急搬送を支援

• JR駅に「道の駅」を併設
➡ 地域住民や観光客の集まる
にぎわいや情報発信の場に

「道の駅」による拠点づくり

「はなやか（葉菜野花）小清水」（小清水町）

JR浜小清水駅

トイレ駐車場

道の駅

農畜産物
加工室

売店

スーパー飲食店

バス停留所

役場出張所【機能集約後】

市街地において生活機能・都市機能の集
約・連携による地域の拠点づくり

暴風雪時における交通の安全確保

住民に対する、国道・道道の規制や視程
障害予測、国道通行止め等の迅速な情報
提供

「吹雪の視界情報」の
アクセス数（平成26年度）

地域公共交通や物流の維持

生産空間における公共交通の維持・再編

生産空間における物流サービスの維持

小学生に対する魚食
普及の出前講座

官民共同運行コミュニティ
バス（当別町）

地域との連携・協働

•シーニックバイウェイ北海道

• 「わが村は美しく-北海道」運動

•北海道マリンビジョン２１

等

北海道価値創造
パートナーシップ会議

最大：33,547件
（気象庁が「数年に一度の
猛吹雪」の恐れと発表時）

冬期平均：4,154件
（※11/28～3/31平均）

物流事業者による買物
支援（幌加内町）

地吹雪による視程障害

道路除雪

子供達による植樹活動ビューポイントのカフェ

圏域中心都市

地方部の
市街地

生産空間

市町村界

ネットワーク

▼圏域中心都市

医療、教育・文化、商業等の都市機能・生活機
能を提供

▼生産空間

農林水産業、観光等を担う地域

▼地方部の市街地

一定程度の生活サービス機能を提供する地域

機能分担・
ネットワー
ク連携

機能分担・
ネットワー
ク連携

ネイチャークルーズ（根室市）


